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明治 ６年（1873年）
東京師範学校に小学校創設。師範学校の授業の練習学校及び地域の小学校の模範学校として設置。

明治２４年（1891年）
「尋常師範学校附属小学校規程」により設置目的を明確化。在来の使命に加え普通教育の方法を研究する実験学

校としての使命を付加。

明治４０年（1913年）
「師範学校規程」を制定し、附属小学校を設けることを義務付け。

昭和２４年（1949年）
「国立学校設置法」施行。附属学校は国立大学・学部附属として位置付け。

昭和２６年（1951年）
「大学・学部附属学校設置について」（文部事務次官通達）
附属学校の機能は大学・学部の教育計画に従い、①教育の理論及び実際に関する研究ならびにその実証を行うこ

と。②学生の教育実習を行うこと。

昭和３１年（1956年）
「大学設置基準」を制定し、教員養成に関する学部又は学科には、教育研究に必要な施設として附属学校を置く。

昭和３９年（1964年）※平成１６年廃止
旧「国立学校設置法施行規則」を改正し、附属学校は、①その附属学校が附属する国立大学又は学部における児

童、生徒又は幼児の教育又は保育に関する研究に協力し、及び②当該国立大学又は学部の計画に従い学生の教育実
習の実施に当たるものとする。

国立大学附属学校の設立経緯と役割

＜附属学校の役割＞

国立大学

附属学校

公立学校、教育委員会等

①教育実習（練習学校）
②教育研究（実験学校）

（設置、費用負担）

③モデル校（模範学校）
（④教員研修）

（教員派遣）



次期学習指導要領に向けた基本的な考え方

自らの人生を舵取りすることができる民主的で持続可能な社会の創り手の育成

言葉を用いて思考を深めていく指導 他者と関わり協同する力の育成

「好き」を育み、「得意」を伸ばす
（興味・関心）

当事者意識を持って、自分の意見を

形成し、対話と合意ができる

※本イメージ図は、自らの人生を舵取りする力と民主的で持続可能な社会の創り手育成という今般の検討の一部を資料化したものであり、学習指導要領の改訂に関わる全ての要素を網羅する性質のものではない

障害や認知特性等、多様な
実態を踏まえた調整
（教科等、家庭学習含む）

科学的知見も生かした
効果的な指導計画・授業方法
児童生徒の学習方略の指導

多様な子供を誰一人取り残さな
い視点としての個別最適な学び
と協働的な学びの一体的充実

全ての活動の基盤として
の心理的安全性の確保

学びをデザインする高度専門職としての教師 デジタル学習基盤をはじめとする基盤整備

「裁量的な時間」をはじめ柔軟な教育課程による余白 総合的な勤務環境整備

総合 各教科等 特別活動 道徳

課題設定の充実

興味・関心が広がる
教材・学習方法の選択を促進

自分の意見を表現する活動の充実

探究的な要素を持つ学習活動の充実

生きて働く「確かな知識」の習得

家庭学習の内容を自律的に決められ
るような段階的指導
(家庭学習はじめ学習習慣の確立を含む)

児童生徒主体のルール形成や
学校生活改善、行事の創造等
の明確化
（みんなが学びやすいルールや環境

の構築を含む）

納得解を形成しようとすること

の重要性の明文化

（安易な多数決の回避や少数意見の

吟味）

考え、議論する
道徳の徹底

（主体的な判断の重
要性、知・徳・体の
調和のとれた発達に
向けた、道徳的価値
の対立を乗り越える
必要性や道徳的実践
の強調）

小

中

高

幼

個
人
探
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【各教科等での検討イメージ】
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1.学習指導要領改訂の大きな方向性とは？
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【出典】児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査、日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査、学校基本調査、通級による指導実施状況調査結果
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約3.4倍
約2.8倍 約2.３倍

約2.5倍
約2倍 約2.4倍

学校が抱える生徒指導や特別支援教育上の課題

〇近年、学校現場では、生徒指導・特別支援教育・日本語指導等の課題が大きくなっており、
学習指導要領の見直しにおいても、多様な児童生徒を包摂した教育の必要性が求められている。
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検討の前提（児童生徒の実態）

※諮問参考資料P46,47より一部データを更新して作成 https://www.mext.go.jp/content/20242127-mxt_kyoiku01-000039494_3.pdf
※特異な才能がある子供：IQ130以上を仮定しているが、多様な基準や考え方が存在し、要因が複合している場合もある。
そのため、多様な種類・程度の特性がある子供がおり、その対象範囲は想定よりも広いとも考えられる。

-中学校 40人学級 -

どの学校でも、多様な個性や特性を有する子供が在籍している実態が顕在化。多様性を包摂し、一人一人の意欲を高め、可能性を開花させる教育

の実現が喫緊の課題。

-小学校 35人学級 -

3.多様な子供たちを包摂するための柔軟な教育課程の在り方とは？

学習面又は
行動面で著しい
困難を示す子供

3.6人
(10.4％)

特異な才能
がある子供

0.8人
(2.3％)

家にある本の冊数が
少ない子供

※学力が低い傾向が
見られる

12.8人
(36.5％)

家で主に日本語を
話していない子供

0.5人
(1.5％)

不登校傾向

4.1人
(11.8％)

不登校

0.8人
(2.3％)

学習面又は
行動面で著しい
困難を示す子供

2.2人
(5.6％)

特異な才能
がある子供

0.9人
(2.3％)

家にある本の冊数が
少ない子供

※学力が低い傾向が
見られる

15.4人
(38.4％)

家で主に日本語を
話していない子供

0.5人
(1.2％)

不登校傾向

4.1人
(10.2％)

不登校

2.7人
(6.8％)
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個別の児童生徒に係る教育課程の編成・実施の仕組み

課題
「個々の児童生徒」に着目した教育課程編成の特例の新設・拡充により、学校共

通の教育課程（１階）と個々の児童生徒に着目して編成する教育課程（２階）の

柔軟化を組み合わせて多様な子供たちを複層的に包摂する。

各学校が編成する一つの教育課程では、多様

な個性や特性、背景を有する子供たちに対応

することが難しい場合もある。

個々の児童生徒に着目した

教育課程と学校共通の教育課程

の柔軟化を組み合わせて包摂

柔軟な教育課程編成の促進のイメージ

※1階の詳細は15ページ「調整授業時数制度の創設」参照

個々の児
童生徒に
着目した
特例の新
設・拡充 ※日本語指導は必要に応じた

「取り出し」指導等を行うもの

※高度な内容に係る部分以外は、

基本的に通常の教育課程と同様

※通級指導は必要に応じた

「取り出し」指導等を行うもの

※教育委員会による支援を前提としつつ、大学等の協力も得る。全体としてデジタル技術を積極的に活用して対応

日本語指導が
必要な児童生徒

校内外の教育支援
センター等に通う
不登校児童生徒

特定分野に
特異な才能のある

児童生徒

通級による指導が
必要な児童生徒

2階

学齢
超過者

1階
学校として
編成する教
育課程の柔

軟化

教科A その他教科等教科B
裁量的
な時間

特に必要な
教科等が
ある場合

拡充 拡充 新設 新設

調整授業時数

減ずる

3.多様な子供たちを包摂するための柔軟な教育課程の在り方とは？
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2027(R9)要求額

2026(R8)

2025(R7)

2024(R6)

2023(R5)

2022(R4)

2021(R3)

2020(R2)

2019(R1)

2018(H30)

2017(H29)

2016(H28)

2015(H27)

2014(H26)

2013(H25)

2012(H24)

2011(H23)

2010(H22)

2009(H21)

2008(H20)

2007(H19)

2006(H18)

2005(H17)

2004(H16) 12,416

11,695

国立大学法人運営費交付金予算額の推移
（単位：億円）

(注1)グラフは当初予算額の推移。

(注2)令和8年度予算には、国立大学経営改革促進事業からの組替(53億円)を含む。

(注3)令和7年度補正予算において、国立大学法人運営費交付金421億円及び国立大学法人設備整備費補助金66億円の合計486億円を計上。

12,317
12,215

11,813
12,044

11,528

10,784

11,366

11,585

10,792
11,123

10,971
10,945
10,945

10,971
10,971

10,807

10,786
10,790

10,784
10,784

東日本大震災による国家公務員給
与減額支給措置の終了に伴う増額
（+331億円増）

修学支援新制度の開始
（授業料等減免分を内閣府に計上）

当初予算
+188億円増

令和７年度補正
421億円10,971

12,512
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第５期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方
に関する中間まとめ（附属学校関係抜粋）

第５期中期目標期間におけ
る国立大学法人運営費交付
金の在り方に関する検討会
（第４回）（資料1-1）
(令和８年７月27日)

○ 附属学校については、教員養成大学・学部における教育実習の場としての機能をはじめ、教育方法の実証研究や先
導的な教育実践の展開等の実験校としての役割が期待されているところ、運営費の制約や施設の老朽化等により、教
育環境の維持・向上が困難となっているとの指摘がある。また、一部においては地域の公立学校と比較して教育環境
が劣る状況も見られ、附属学校としての機能発揮に支障を来しているとの課題もある。

○ 他方、我が国の学齢人口が減少する中で、附属学校本来の役割に立ち返り、設置される数、種類、規模等についての
整理を行い、それを踏まえて必要な見直しを実行することが求められている。

○ こうした状況を踏まえつつ、附属学校への支援の検討に当たっては、附属学校教員の約３分の２が公立学校との人
事交流により着任していることを踏まえ、公立学校との人事交流継続のため、人件費変動率の設定において教職調整
額の増額分相当を考慮することが考えられる。

○ また、スクールカウンセラー等の専門家や教員業務支援員等の支援スタッフの配置も必要であることから、これらの
スタッフの配置に係る経費について、児童・生徒数に乗じる教育費の単価や補正係数に反映することが考えられる。

○ さらに、現在、多くの附属学校が教科教育や探究学習等の研究を行っているが、近年重要性を増す教育課題の解決
に実験校としてより大きな貢献をするため、各附属学校が次期学習指導要領の確実な実装に向けたモデルとなるこ
とで、他の学校における柔軟な教育課程の編成及び実施等を牽引することが期待される。その具体的な取組として
は、①通常の教育課程における調整授業時数制度の積極的活用を含めた先導的モデルの開発、②特定分野に特異な
才能のある児童生徒に対する特別の教育課程の編成をはじめとする多様な児童生徒の包摂に向けた指導モデルの
開発、③公立学校の実態を踏まえた、在籍者の多様性を確保するための入学者選抜の実施等が想定されるところで
あり、研究活動を含め、これまでの附属学校の在り方を変えるような、新たな取組に挑戦する附属学校に対する支援
の在り方についても検討する必要がある。

４．附属施設（附属病院、附属学校、附置研究所及び研究施設等）の算定の考え方
（２）附属学校
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（附属学校 本来の役割）

我が国の教育水準の維持・向上のために、

① 教師を目指す学生の観察対象や授業の練習台にさせられる学校 （練習学校）
② 大学の成果が出るか分からない研究の実験台にさせられる学校  （実験学校）
③ 地域の公立学校等の模範となるため、常に視察や公開を受入れる学校 （模範学校）

附属学校の目的・役割とは？

（多くの保護者が学校に望むこと）

◆ 我が子に質の高い教育をしてくれる学校
◆ 我が子を偏差値の高い大学に進学させてくれる学校
◆ 我が子に静謐な学習環境を与えてくれる学校

最低限の附属学校像

学生 教育実習生を受け入れている

大学の教員（研究者） 大学教員が校長

地域への発信 公開研究会を行っている

研究 附属学校がやりたい研究

児童生徒 学力の高い児童生徒

応援団 保護者や後援会

← 本来の目的や役割ではない

← むしろ真逆？

あってほしい附属学校像

常時受入れている

いつもいる

常時発信している

地域や社会が求める研究

多様な児童生徒

行政や地域住民

→ 文部科学省は、（本来の）目的や役割を果たす附属学校を積極的に支援 8


	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8

